
され、調査施設
以外にもまだ「

民泊」は所在し

ている可能性が
高く、増え続け

ていると考えら

れます。

　その後、京都
市は７月13日に

「民泊通報・

相談窓口」を設
置しました。し

かし、この窓口

は、そもそも「
市民のみなさま

からの苦情や

『民泊を始める
ための』相談等

を」受け付ける

ためのものです
。８月末までに

349件の通報が

あったにもかか
わらず、対応の

遅れが顕著にな

っています。こ
れは、管轄する

保健センターの

職員が増員され
ていないことと

ともに、より根

本的には、「民泊
を始める」相談

にも同時に対

応しているとい
う市の姿勢に起

因しています。

　京都市内で大
きな問題となっ

ている「民泊」
問題について、

日本共産党京都
市会議員団は９

月

26日、「『民泊』
は規制緩和でな

く、市民の安全
・安心に向けた

ルールづくりを
」との「見解」

を発表しました
。記者会見で「

見解」を発表し
た後、京都市に

申し入れを行い
、山中渡団長を

は

じめとして、多
数の市会議員が

参加しました。
この「見解」で

は、「民泊」をめ
ぐる京都市の現

状と対応につい
て明らかにした

上で、深刻な事
態に対応し、違

法「民泊」をな
くすこと、市独

自

のルールをつく
ることなどの対

策を京都市に求
めています。

■「民泊」をめぐる
京都市の現状

■

　京都市内では
、住宅地の空き

家やマンション

の一室に「民泊
」が広がってい

ます。

　問題は、多く
の「民泊」が無

許可営業である

こと、所有者や
管理責任者の所

在が不明である

こと、管理者が
常駐しないこと

です。誰が宿泊

していたかを把
握できないもと

での営業は、感

染症が発生した
場合などに、そ

の発生源を追求

することができ
ません。また、

火災の際に管理

責任者に連絡が
とれない、深夜

にキャリーバッ

クを引く音や大
声で話すなどの

迷惑行為も多発

するなど、住環
境が破壊される

と同時に、旅行

者にとっても大
きなリスクが生

まれます。対策

の抜本的強化が
早急に求められ

ています。

　京都市は市民
からの「民泊」

に対する苦情が

急増する中で、「
宿泊紹介サイト

」に掲載され

ている施設を対
象に昨年12月か

ら今年３月に

かけて「民泊施
設実態調査」を

実施しました。

その結果は調査
施設2,702件の

うち、所在が特

定されたのは1,
260件と46.6%

でしかありませ

ん。しかも、旅
館業法上の許可

施設はわずか

189件の7.0%で
しかなく、大半

が違法営業と

見られます。更
に、「宿泊紹介サ

イト」のひと

つであるエアビ
ーアンドビーの

登録だけでも、

現在では、京都
市内で4,000件

を超えていると

「民泊」は規制緩
和ではなく、

市民の安全・安心
に向けたルールづ

くりを

2016年９月26日　
日本共産党京都市

会議員団　団長　山中 渡

　見　 解　

９月26日　記者
会見をおこなう議

員団
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